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要  旨 

 

 流れや波浪等の外力に対する底泥の巻き上げや，侵食・堆積等の移動機構の解明を目的として，

東京湾多摩川河口沖 (水深約 23m(D.L.))にて流況や濁度等の水質に関する連続観測を 2007 年 8 月中

旬から同 9 月中旬にかけて約 1 ヶ月間実施した．観測では超音波式 3 次元流速計による底面直上の

詳細な流速測定や，鉛直多点に設置した光学式濁度計による巻き上げ泥の濃度測定など，時空間的

に高解像度な外力と浮遊懸濁物濃度の時系列データの取得を試みた．観測期間中には，台風 0709 号

の通過に伴う高波浪や大規模な出水が東京湾内で発生し，本調査ではこれら擾乱時を含めた観測デ

ータの取得に成功した．本報告では，底泥に作用する外力（底面せん断応力）と底泥の巻き上げの

関係について調べたほか，超音波式流速計により得られる音波反射強度のデータを活用し，台風擾

乱時を通じた懸濁物の巻き上げフラックスや底泥表面高さの時系列変動についても検討した．その

結果，通常時には大潮期の潮汐流が作用する程度では底泥の巻き上げはほとんど生じていないのに

対し，台風時に発生した高波浪（有義波高 2.5m 以上，同周期 5 秒以上）および流れ（流速 20cm/s

以上）の作用により顕著な巻き上げが生じることを確認した．また，巻き上げに伴う堆積泥の侵食

のみならず，河川出水等により供給されたと考えられる懸濁物の堆積も生じており，これら侵食・

堆積時には底泥表面高が最大で 20mm(侵食)，50mm(堆積)の規模で，それぞれ変動していたことを示

した． 

 

キーワード：底泥，東京湾，現地観測，台風 0709 号，超音波式 3 次元流速計(ADV)，底面せん断応

力，巻き上げフラックス 
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Synopsis 

 

A field observation, comprising bottom mounted instruments for near-bottom currents and 

suspended sediment concentrations, was carried out for one-month at Tama River mouth in Tokyo 

Bay. The measurements have captured sediment resuspension during the extreme wave conditions 

associated with the typhoon that passed over Kanto district in the early September of 2007. The 

sediment resuspension was caused primarily by the waves at the monitoring site and combined 

current-wave bottom shear stress reached 0.8Pa. Based on the SS-flux analysis during the recording 

period, the net suspended sediment transport at the site was towards the SW or outer Tokyo Bay. 

Furthermore, the temporal variation of bed level was successfully estimated by using the back 

scatterance data of acoustic Doppler velocimeter (ADV) and the depth of observed erosion during 

the storm event and the succeeding deposition were 20 mm and 50 mm, respectively. 

 

Key Words: Fine sediment, Tokyo Bay, field observation, Typhoon Fitow, Acoustic Doppler 

Velocimeter (ADV), Bottom shear stress, Erosion flux 
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1.はじめに 

 

内湾域の河口部では，河川からの流下土砂が堆積物す

る一方で，波浪や潮汐など多様な外力の影響による底質

の再移動が生じている．内湾域での底質の移動現象のう

ち，特にシルトや粘土分すなわち泥分の挙動は，巻き上

げによる濁りの発生や化学物質等の海域内での動きにも

関連するため，内湾域環境の管理上極めて重要なプロセ

スである．これまでにも，日本国内の内湾域を対象とし

た現地での海底泥の巻き上げ現象に注目した調査はいく

つかみられる（たとえば，瀬口ら，1989；近藤ら，1996；

白石ら，2000）ものの，底泥そのものの移動量などの詳

細な動態については未解明な点が多い．たとえば環境修

復のための特別措置法が施行されている有明海・八代海

おいても，その環境動態把握のための重要な視点として，

底泥ならびに懸濁物の輸送現象の解明を推進していくこ

との重要性が指摘されている（環境省，2007）． 

これに対し本研究では，底面境界近傍での詳細な流れ

や濁度変動を捉える現地観測手法（中川，2002；中川・

吉田ら，2007）を導入し，波浪や流れによる底泥の巻き

上げ過程の把握を目的とした約1ヶ月間の連続観測を東

京湾多摩川河口沖で実施した．観測期間中には，台風の

通過に伴う記録的な高波浪，高出水が生じており，本報

告では沿岸域での土砂輸送環境を支配するとされるこの

ような台風イベント時に注目し，底面での外力条件，浮

遊懸濁物(SS)濃度，底泥の侵食・堆積傾向に関する観測

データと解析結果についてとりまとめた．その結果，本

観測地点においては，平常時には大潮期でも潮汐流によ

る底泥の巻き上げはほとんど生じないのに対し，台風擾

乱時には高波浪等の影響による顕著な底泥の巻き上げと

侵食，あるいは出水に伴う懸濁物の沈降による堆積が生

じていたことを示し，巻き上げフラックスや底泥面高さ

の時系列変動について定量的に検討した．  

 

2.観測の概要 

 

2.1 観測地点 

2007 年 8 月 24 日から 9 月 19 日（以下，西暦年は略記）

までの約 1 ヶ月間にわたり，東京湾北西部の多摩川河口

沖の水深約 23 m（D.L.基準）の地点（図-2.1）において，

各種計測器を海底設置して連続観測を行った．観測地点

周辺を含む東京湾奥および湾奥部では，シルトおよび粘

土を主体とした含水比の高い泥が堆積している(中川・有

路ら,2007；五明，2001)．本調査点において，観測期間

中に採取された底泥コアサンプルによる底質の分析結果

(表-2.1)をみても，コアサンプル(全長 30cm)の全層にお

 

東京国際空港

（羽田空港）

浮島

東扇島

多摩川

10m

20m

観測点
水深：D.L.-23m

北緯：35°30.73’N

東経：139°48.81’E
0 2km

N

東京湾

東京国際空港

（羽田空港）

浮島

東扇島

多摩川
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観測点
水深：D.L.-23m

北緯：35°30.73’N

東経：139°48.81’E
0 2km0 2km

N

東京湾

図-2.1 観測地点 

表-2.1 観測地点の底質分析結果 

 

礫分
（2～75mm）

砂分
（0.075～
2mm）

シルト分
（0.005～
0.075mm）

粘土分
（0.005mm
未満）

0-3 1.121 0.194 2.600 477.9 12.8 0.0 1.5 40.9 57.6

3-6 1.199 0.326 2.586 268.0 12.3 0.0 0.5 47.0 52.5

6-9 1.193 0.313 2.610 280.9 11.1 0.0 1.4 45.8 52.8

9-12 1.215 0.348 2.603 249.3 10.2 0.0 0.7 35.0 64.3

12-15 1.184 0.301 2.568 293.9 10.3 0.0 0.6 27.8 71.6

18-21 1.233 0.378 2.600 226.4 10.9 0.0 0.6 35.5 63.9

27-30 1.203 0.331 2.588 263.6 10.6 0.0 1.1 24.0 74.9

自然含水
比
（％）

強熱減量
（％）

粒度分析（％）
湿潤密度
(ｇ/cm3)

乾燥密度
(ｇ/cm3)

土粒子の
密度
(ｇ/cm3)

泥深（cm）
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図-2.3 計測器の設置概要図 
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B+0.0m

いてシルトおよび粘土の泥分が 98%以上を占め，特に表

層で含水比および有機物含有量が高くなる傾向がみてと

れる(図-2.2)． 

 

2.2 観測方法 

 本調査は，海底近傍の流況と底泥の巻き上げ等に伴う

濁度変動の様子を把握することを目的とすることから，

図-2.3に示すように超音波式流速計ならびに光学式濁度

計等を海底上約1m以内に集中的に配置して観測を行った．

流動場の把握においては，海底面への流れ等による作用

外力を正確に評価するため，底面上10cmにおける乱れを

含めた詳細な流速変動を超音波式3次元流速計(ADV)に

より計測し，また全水深における流速場を超音波式流速

分布計(ADCP)により測定した．一方，底泥の巻き上げ等

に伴う浮遊懸濁物量の変化を評価するため，光学式濁度

計群による鉛直方向に多点に配置した濁度計測を行った．

これら使用機器の内容と測定方法の詳細を表-2.2に示す．

なお，光学式の濁度計による計測結果については，機器
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図-2.2 底泥の含水比および強熱減量の鉛直分布と表層泥の様子 
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に対して観測地点で採取された底泥試料を用いた検定を

行い，出力結果をSS濃度（単位：mg/l）に換算した．ま

た，観測期間中は3～4日に1回の頻度で，ダイバー作業に

よるすべての設置機器の作動点検ならびにセンサー部の

清掃を行い，特に生物付着による測定精度の劣化対策を

施した．  

 

3.観測データの解析方法 

 

3.1 底面せん断応力の評価 

底泥の挙動に関与する外力の指標として，海底付近の

水塊の動きに伴い海底面に作用する底面せん断応力を算

定した．ここで用いたデータは，海底面上約 10cm の測

定点を対象として，超音波式流速計により測定した 3 方

向成分の流速値である．表-2.2 に示したように，本測器

による計測では，サンプリング周波数 8Hz にて約 2 分間

（2048 データ）のバースト測定を 30 分間隔で行ってお

り，高波浪時に記録された流速波形の一例を図-3.1(a)

に示す．流速値は各方向成分についてバースト毎の時間

平均値(U,V,W)のほか，流速変動の周波数スペクトル(図

-3.1(b))の周期 4 秒を境にした低周波側と高周波側の成

分を再合成することにより，波浪成分(uw, vw, ww)および

乱れ成分(u’, v’, w’)にそれぞれ分離した．まず平均的な水

平方向成分の流れによる底面せん断応力(τc)は，底面近傍

では流速の鉛直分布が対数則に従うと仮定し，抵抗係数

Cfを用いた次式により評価した．  

22
VUC fc += ρτ              (1)  

ここに，ρは海水密度であり，Cfについては流速の測定

点の底面からの高さ z を考慮して次式により求めた（た

とえば，Dyer，1986）． 

2

0
ln











=

zz
C f

κ

               (2) 

ここに，z0：粗度高さ，κ：カルマン定数(=0.4)である．

なお粗度高さについては，ここでの底質条件を考慮して

z0=0.2mm と仮定したことから，底面上 10cm の流速値を

用いる場合には抵抗係数(Cf)は 0.0041 となる． 

一方，波浪による底面せん断応力(τw)は，波による抵

抗係数(fw)および底面での代表軌道流速振幅(ub)を用いて

次式により評価した．  

2

2

1

bww
ufρτ =                 (3) 

抵抗係数(fw)は，下記の Soulsby(1997)による提案式によ

り求め，解析対象期間中の波浪条件の下では 0.003～0.05

の値となった． 

52.0

0
)/(39.1 −

= zAf
w

             (4) 

ここに，A=ubT/2π（T:周期）である． 

表-2.2 使用した主な計測機器と測定内容 

測定項目 使用機器 
測定位置 

(底面からの高さ) 
記録間隔 

超音波式 3次元流速計 ADV 

(Nortek社製 Vector) 
0.1 m 

30 分おき 

約 2 分間 

8 Hz 流速 

超音波式流速分布計(RDI社

製 ADCP・600 kHz) 

1.62 m～水面下約 0.3 m, 

50 cm 間隔 

10 分おき 

2 分間(1 Hz)の平均 

濁度 
後方散乱型光学式濁度計(ア

レック社製 COMPACT-CLW) 

0.1 m, 0.3 m, 0.5 m, 1.0 m, 

12m 

10 分おき 

30秒間 

1Hz 

水温 

塩分 

メモリー式小型水温・塩分計

(アレック社製

COMPACT-CT) 

0.5 m 

6.0 m 

12 m 

水面下 0.3 m 

1 分おき 

連続測定 

粒度 
現地式粒度分布計 

(Sequoia社製 LISST100) 
0.1 m 

10 分おき 

30秒間 

1Hz 
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なお，代表軌道流速振幅(ub)については，波動流速成分

の二乗平均(rms)値から次式により求めた(Traykovsky et 

al., 2007)． 

)(2
2

_
2

_ rmswrmswb
vuu +=             (5) 

さらに，波浪および流れの共存場における底面せん断応

力の算定には，両者の非線形相互作用を考慮した次式に

より算定した(Soulsby,1997)． 

( ) ( )[ ] 5.0
22

max
sincos φτφτττ

wwm
++=         (6) 










+
+= 5.1

)(2.11
wc

w

cm

ττ

τ

ττ            (7) 

ここに，φは流れおよび波浪伝搬方向の主軸のなす角で

あり，式(7)は波と流れの相互作用を考慮した平均せん断

応力とである（図-3.2）． 

 

3.2 SS 鉛直フラックスおよび底泥面高さの評価 

底泥の輸送現象を定量的に評価するためには，観測地

点での SS 濃度や輸送フラックスの変動傾向のほか，底

泥の侵食・堆積量を定量的に把握しておくことが重要と

なる．海水中の SS 濃度測定に際しては光学式濁度計を

用いた計測が一般的であり，本調査においても複数台の

光学式濁度計を活用している．さらに本調査では，ADV

の音波反射信号を活用した SS 濃度と底泥面高さの推定

を試みることにより，光学式濁度計では捉えきれない SS

の鉛直フラックスの推定や，微少な底泥境界面高さの変

動量を測定した． 

元来，流速測定を目的とした測器である ADV は，セ

ンサーから発信した音波が海水中のプランクトンや懸濁

図-3.1 底面上 10cm で測定された流速波形と周波数スペクトル 
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物粒子により反射する信号を受信し，これらのドップラ

ーシフトを考慮することにより海水粒子の移動速度を推

定している．このとき ADV は，流速測定層以外の層か

らも反射信号を受信しており（図-3.3(a)），音響反射強

度の信号は図-3.3(b) に示すような流速測定層およびそ

の周辺部を含む鉛直分布として記録される．ADV の反射

強度と同時に測定された SS 濃度と比較することにより，

この反射強度のデータから SS 濃度の推定が可能となる

（たとえば，Fugate et al., 2002；川西ら，2006）．図-3.4

は本調査で得られた ADV の流速測定層での反射強度と，

同じ測定高さで同時刻に濁度計で測定された SS 濃度と

を比較したもので，この相関関係を基に反射強度のデー

タから SS 濃度への換算を行った．特に，ADV の反射強

度信号を用いた SS 濃度推定の利点は，反射強度のデー

タは流速と同期計測（サンプリング速度：８Hz）されて

いるため，次式で表される Reynolds フラックス（Fz）と

して SS の鉛直方向の輸送量を評価できることである． 

''wcF
z
=                    (8) 

なお，c’については流速データ同様に周期 4 秒以下の高

周波変動成分のみを数値フィルターにより分離し，また

平均操作‘－’については各バースト測定時間（約 2 分）

による平均値をとるものとした． 

 一方，ADV の反射強度データを活用したもう一つの試

(a) ADV による音波反射強度の測定イメージ           (b)音波反射強度（鉛直分布）の測定例 

図-3.3 超音波式流速計による反射強度の測定 
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図-3.4 ADV反射強度と SS 濃度の関係 
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みは，底泥面高さの変動量の把握である．反射強度デー

タの鉛直分布(図-3.2(b))の特徴として，流速測定層に一

次ピークが現れるほかに，底面等の媒体密度の急激な変

化がある層に明瞭な二次的なピークが現れる（Nortek，

2004）．今回の観測結果においても，図-3.3(b)に示すよ

うにセンサーと底泥面間の距離に相当する部分に明瞭な

二次ピークがみられていることから，ここではこの二次

ピーク位置の時間的な変化を追うことにより，侵食や堆

積によって生じる底泥面高さの変動量の把握を試みた． 

 

4.観測結果と考察 

 

4.1 観測期間中の気象・海象概況 

9月6日から9月7日未明にかけて，台風9号が関東地方

に接近し，東京湾内では高波浪の発生や多摩川をはじめ

とする主要河川からの出水が生じた．図-4.1は台風接近

時を含む9月5日から同12日までの7日間における風況と

波浪等の時系列変動を示したものである．風については

気象庁アメダス（羽田）のデータを，波浪については観

測点より約5km北方に位置する東京灯標（東京都港湾局）

での波浪観測データを，水位については観測点にて超音

波式の水位計により測定されたデータをそれぞれ示して

いる．台風接近時には平均風速が最大20m/sを超え，風向

きは東から南に変化している．風況に対応して波高・周

期も増大し，有義波高が2.5m，同周期が5sを超える高波

浪が発生している． 

 一方，台風通過前後における海況の変化を示すため，9

月4日と同11日に観測点において多項目水質計(アレック

社製AAQ1183)により測定した，水温，塩分，溶存酸素濃

度(DO)およびSS濃度の鉛直分布を図-4.2に示す．台風擾

乱を経験する以前の9月4日の結果(破線)をみると，水

温・塩分において水深7m付近に躍層が発達し，DOにおい

ても水深方向に大きく減少し，水深約15m以深では3mg/l

以下の貧酸素状態にあることがわかる．SS 濃度について

は，水深約12m付近と底層付近にわずかな濃度の増大がみ

られる．これに対し，台風通過から約2日後の9月9日にお

図-4.1 台風接近時の風，潮位および波浪 
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ける各項目の測定結果(実線)を比較してみると，塩分で

は河川出水に伴う表層付近での著しい低化がみられ，水

温およびDOについては，いずれも鉛直方向に一様化し混

合している様子がわかる．SS濃度については，表層近傍

および海底付近で濃度が高い．河川出水や海底泥の巻き

上げなどにより生じた浮遊懸濁物が，外力の静穏化に伴

図-4.2 観測地点における台風前後での水温，塩分，DO，SS の鉛直分布の変化 
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図-4.3 台風通過 7 日後における観測点で見られた河口域濁水の潮目（左）と海表面の濁りの様子（右） 
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い沈降して海底付近のSS濃度が上昇したものと考えられ

る．一方，表層付近でみられる高濃度水塊については，

洪水発生後から約1週間に及び，多摩川河口付近に停滞し

ており(図-4.3)，これらは河川起源懸濁物のうち沈降速

度の小さな微細粒子が表層にとどまっていたものと思わ

れる． 

4.2 台風通過時の底面せん断応力および SS濃度の変

化 

台風来襲時の底面上 10cm における平均流速と，波に

よる軌道流速振幅の時系列変化を図-4.4(a)に示す．当観

測地点では平均水深が約 25m であり，通常の風波（周期

3～4s）では波浪の影響は海底に到達することはない．し

図-4.4 台風接近時の底面直上での(a)流速および軌道流速，(b)底面せん断応力，(c)SS 濃度，(d)巻き上げフラックス，

および(e)底面高度の各時系列変動 
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かし，台風接近時の 9 月 6 日から 7 日にかけては，周期

5s を超える髙波浪の影響により，海底直上での軌道流速

振幅は最大で 10cm を超えている．前章で例示した底面

上 10cm における流速波形と，それに対するパワースペ

クトルの計算結果(図-3.1)は，上記の波高増大が顕著で

あった 9 月 7 日午前 3 時におけるものである．波浪によ

る底面近傍での周期的な流速変動の様子が捉えられてお

り，その卓越周波数は波浪観測の結果と一致して，5～6s

にピークが見られる．また，周期 10s を超える周波数帯

にも 2次的なピークがみられ，より長周期な変動成分も

実際には作用していたことが伺える．これら波と流れの

作用下における底面せん断応力の時系列変化を図

-4.4(b)に示す．台風接近時(9 月 7 日 0:00～4:00)には，

海底での波動軌道流速振幅が 15cm/s 程度まで増大し，波

による底面せん断応力が流れによるものよりも相対的に

大きくなり，両者を考慮した底面せん断応力は最大 0.8Pa

程度にまで達している．その後，波浪の影響は減衰し底

面せん断応力も一旦減少(9 月 7 日 10:00 頃)するものの，

20cm/s 前後の流れが 9 月 8 日の午後まで断続的に生じ，

その間には最大約 0.4Pa の底面せん断応力が作用してい

る． 

これに対し，底面近傍で測定された SS 濃度（底面上

0cm，10cm および 30cm）と全水深の約 1/2 に相当する底

面上 12m での SS 濃度の時系列変化を図-4.4(c)に示す．

台風来襲以前は底面近傍よりも底面上 12m での SS 濃度

の方がわずかに高い値を示しているが，波浪による底面

せん断応力が増大した 9 月 7 日の午前 0 時～3 時頃にか

けて，底層での SS 濃度が一気に上昇し～103mg/l のオー

ダーにまで達しており，平常時に比べ 100倍以上の高濃

度な状態となっている．水深 20m前後の海域での波浪に

よる底泥の巻き上げ現象は，たとえば大阪湾での観測事

例がある（白石ら，2000）けれども，そこでは SS 濃度

上昇量は数 10mg/l にとどまっており，本観測結果ではよ

り高濃度な状況になっていることがわかる． 

一方，1/2水深（底面上12m）層のSS濃度は，底面付近

での増大時よりもタイミングが少し遅れて上昇し，波浪

 

図-4.5 水平方向の SS フラックスの時系列変化 
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の影響がやや収まった頃にピークが見られる．このよう

な1/2水深層のSS濃度の時間変動は，多摩川での洪水に伴

う水位上昇の時間変動（二瓶ら，2008）に類似している

ことから，1/2水深層のSS濃度の上昇は河川からの出水の

影響によるものと考えられる．底面上30cmと1/2水深層で

のSS濃度が同程度（鉛直方向に一様な分布）となった後，

1/2水深層でのSS濃度は減少する一方で，底面上30cmでは

その後約1日間にわたり，～102mg/lのオーダーの高濃度

な状態が維持されており，河川から供給された懸濁物の

沈降が生じていたものと考えられる． 

 

4.3 SS 輸送と底泥の巻き上げ 

これら底泥の巻き上げや河川から供給された懸濁物の

水平方向の輸送量を評価したものが図-4.5 である．同図

には，底面上 30cm および底面上 12m における流速と SS

濃度から求めた SS フラックスについて，その輸送ベク

トルと方向別の輸送量積算値が示してある．底面上 12m 

では，9 月 7 日正午頃をピークに比較的短時間のうちに

SS 輸送が生じているのに対し，海底付近では 7 日午前 3

時頃の底泥の巻き上げによる SS 濃度の上昇に始まり，

その後も 8 日の午前中まで顕著な SS 輸送が生じている

ことがわかる．輸送の方向はいずれも南西方向に卓越し

ており，東京湾の湾奥から湾口に向かって懸濁物の輸送

が継続的に生じていたことを示している．なお，これら

SS の輸送方向を支配する多摩川河口沖での流況場の詳

細については，Pokavanich ら（2008）により別途検討が

なされており，台風発生後の約 2 日間は南西方向への残

差流が全水深にわたって卓越していたことが確認されて

いる．また，図-4.4 の表示期間における最後部の 9 月 11

日は大潮期にあたるものの，潮汐流のみによる SS の輸

送は台風擾乱時の状況と比較すると極めて小さく，ここ

での台風擾乱時の底泥輸送のインパクトの大きさが明瞭

に示されている． 

一方，観測点での底泥の巻き上げを評価するため，

ADVの反射強度から推定したSS濃度により算定したSS

の巻き上げフラックスの時系列変動を図-4.4(d)に示す．

前節で述べた台風接近時の高波浪期(9月7日0:00～4:00)

には，底面せん断応力の増大に伴い巻き上げフラックス

の増大も顕著となっている．さらに波浪および流れの外

力の低下と共に巻き上げフラックスも一旦減少(9月7日

10:00頃)するものの，その後に断続的に生じた流れを主要

因とするせん断応力の作用により，巻き上げが生じてい

ることがわかる． 

これら底泥の巻き上げフラックスと底面せん断応力と

の関係を示したものが図-4.6である．同図には，上述の

台風擾乱初期(高波浪期)に生じた巻き上げ時のデータを

黒丸で，また波浪減衰後の主に流れにより生じた巻き上

げ時のデータを白丸で示している．いずれの期間におい

ても，巻き上げフラックスは底面せん断応力が0.2Pa以上

になると増大している．しかし，台風擾乱初期において

は，底面せん断応力と巻き上げフラックスの間に比較的

明瞭な対応関係がみられるのに対し，それ以降の流れ卓

図-4.6 底泥の巻き上げフラックスと底面せん断応力との関係 
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越時のデータにおいてはばらつきが大きくなる．次節で

詳述するように，台風擾乱初期の巻き上げを生じさせた

外力が減少した際に，底泥面高さの上昇すなわち底泥の

堆積が生じている．したがって，波浪減衰後の巻き上げ

時には，これら新しく堆積した（ゆるく不均質な状態に

ある）底泥の巻き上げ生じていたであろうことが，この

期間における外力と巻き上げフラックスの間の関係に，

ばらつきが大きくなったことの原因の一つとして考えら

れる． 

 

4.4 底泥面高さの変動 

台風通過時における，底泥面高さの時系列変動を図

-4.4(e)に示す．台風擾乱初期の高波浪期に見られた巻き

上げフラックスや底面直上の SS 濃度の増大時には，底

泥面高さの顕著な低下が生じており，その侵食量は約

20mm となっている．その後，波浪の減衰と共に底面せ

ん断応力が 0.2Pa 程度にまで低下した際，底泥面高さは

約 8 時間のうちに 60mm 程度の上昇，すなわち堆積が生

じている．その後，流れが断続的に生じた 9 月 9 日まで

の 1.5 日の間に 15mm 程度の侵食が生じており，台風通

過前後では約 25mm の上昇となっている． 

これらの底泥面高さの変動と，先に示した底面せん断

応力，SS 濃度や巻き上げフラックスの時間変動との対応

関係についてみると，まず底泥面の初期の低下（侵食）

は高波浪期にみられた顕著な巻き上げ時に対応している．

続く底泥面高さの上昇（堆積）が，波浪減衰時の底面せ

ん断応力が低下時に生じており，このとき河川出水に伴

い供給された懸濁物が観測海域に到達したことが水深

12m 層での SS 濃度の測定結果により示唆されており，

これら河川起源の懸濁物の海底への堆積が生じたものと

考えられる．ふたたび，底泥面高度が低下（侵食）につ

いては，波浪の減衰後に見られた主に流れによる底面せ

ん断応力の増大時期に対応するものであり，流れによる

底泥表層の侵食が生じていたものと考えられる．なお，9

月 8 日の午後 1 時頃に見られる急激な底泥面の低下につ

いては，必ずしも巻き上げフラックスとの対応は見られ

ず，ここでの計測期間(1 時間あたり約 2 分間の計測)以外

の時間帯に巻き上げが生じたことも考えられるが，その

原因については不明である． 

一方，底泥面高さの上昇（堆積）要因については，他

の理由もいくつか考えられる．たとえば，底泥面が上昇

した時期には，堆積物表層 (B+0.0m)の底泥濃度は

10,000mg/l程度であることから，いわゆるfluid mudの移流

が底泥面高度の上昇に影響していることも考えられる．

また，底泥面が上昇した後に見られる緩やかな低下につ

いては，底泥面表層に形成された高濁度層界面の沈降（た

とえばWinterwerpら，2004）が生じた可能性もある．こ

れらの影響については，ここでの観測データだけでは評

価できないため，水槽実験や数値実験等による検討も含

めて，さらに検討を加えていく必要がある．  

 

5.結論 

 

観測期間中に生じた台風通過に伴う高波浪，高出水時

における，底面での外力条件，浮遊懸濁物(SS)濃度，底

泥の侵食・堆積傾向について整理し，特に底泥面上10cm

を測定対象とした超音波式流速計のデータを活用し，底

面せん断応力のほか巻き上げフラックスや底泥面高さの

時系列変動量の定量化を行った．その結果，波および流

れによる底面せん断応力が0.2Pa以上になると顕著な巻

き上げが生じること，また台風通過時には侵食・堆積が

交互に生じており，その際の底泥表面高さの変動量はそ

れぞれ20mm，50mmであった．一方，底泥表層から数cmの

範囲では，有機物濃度や間隙水中の溶存酸素濃度が急激

に変化することから，このような空間スケールでの物質

濃度の再現と海水中との交換量の評価が水質モデルの構

築上きわめて重要な要素となっており（たとえばSohma 

et al. 2008），本研究により示された程度の移動量であ

っても，その移動量が予測できる底泥境界モデルの構築

は，水質予測においても非常に大きな意味を持つことに

なる. 

 

6.おわりに 

 

海底地形の変化のみならず懸濁物の巻き上げに伴う水

質の変化に関する予測シミュレーションなどにおいて，

海底境界における底泥の挙動の把握ならびにそのモデル

化は重要な課題である．本研究では，現地観測を通じて

海底泥の巻き上げや底泥侵食現象の時間的変動過程を定

量的に把握することができた．今後は，本研究で得られ

た観測データを活用し，外力に対する底泥の巻き上げや

SSの沈降による堆積過程を再現する底泥の移動モデルの

構築とその検証を進める予定である．その際には，本文

中でも指摘したように，底泥面高さの変動に対して，こ

こでの観測データでは必ずしもその影響の程度が把握し

切れていない要因（fluid mudの移流および界面沈降の過

程など）も考えられることから，それらの効果について

は水槽実験や数値実験を通じて検討を加えていく予定で

ある．  

（2010年3月3日受付） 

－121－ 



中川 康之・有路 隆一 

 - 122 -

謝辞 

 本調査は国土交通省関東地方整備局横浜港湾空港技術

調査事務所主催の羽田周辺水域環境調査研究委員会（委

員長：風呂田利夫東邦大学理学部教授）の活動の一部と

して，同事務所からの受託調査として実施されたもので

ある．本調査の実施およびデータの解析にあたり，灘岡

和夫東京工業大学大学院教授をはじめ上記委員会の諸先

生方より多くの有益な助言を頂いた．なお，東京灯標に

おける波浪データは東京都港湾局より提供頂いた．現地

調査の実施に際しては，機器の設置・撤去およびメンテ

ナンス等の現場作業において日本ミクニヤ(株)の協力を

得たことを付記する．また当研究所における部内討議に

て平石哲也海洋・水工部長をはじめ当部諸氏より，論文

審査編集委員会（委員長：永井紀彦理事）を通じて北詰

昌樹研究主監，菊池喜昭土質・構造部長ほか委員諸氏よ

り貴重なコメントを頂いたことを付記して，謝意を表す

る次第である． 

 

参考文献 

川西 澄・稲田景 (2006)：超音波流速計による浮遊粒子

の粒径を考慮した浮遊砂濃度の測定法，海岸工学論

文集，第 53 巻，pp. 1401-1405． 

環境省(2006)；有明海・八代海総合調査評価委員会報告

書，80p. 

五明美智男(2001)：衝撃現象を考慮した覆砂工法の体系

化に関する研究，東亜建設工業株技術研究所，水理

環境研究室論文集別冊，第 1集，162 p． 

近藤雅秋・戸原義男・平松和昭・四カ所四男美・森健

(1996)：潮流による底泥の巻き上げ特性に関する研究，

農業土木学会論文集，No.182，pp.109-115. 

白石修章・飯島眞治・長野国松・中辻啓二（2000）：関西

国際空港沖における潮流と波による底泥の巻き上げ

現象，海岸工学論文集，第 47 巻，pp. 1076-1080． 

瀬口昌洋・渡辺潔・加藤治（1989）：有明海奥部浅海域に

おける底層の流れと濁りについて，海岸工学論文集，

第 36 巻，pp. 819-823． 

中川康之（2002）：東京湾奥部での底泥の巻き上げとその

粒度分布特性について，海岸工学論文集，第 49 巻，

pp. 1046-1050． 

中川康之・有路隆一・松坂省一・諸星一信・八木宏・灘

岡和夫・古殿太郎・大野幸正・島崎哲也 (2007)：多

摩川河口沿岸域における底泥の堆積分布特性の把握

に関する現地調査，海岸工学論文集，第 54 巻，pp. 

1031-1035． 

中川康之・吉田秀樹・田中克己・大波多昌志(2007)：底

泥の巻き上げと底面境界層内の乱れの現地観測，海

岸工学論文集，第 54 巻，pp.446-450． 

二瓶泰雄・坂井文子・重田京助・灘岡和夫・八木宏・諸

星一信・鈴木信昭・松坂省一・有路隆一・峰浩二

(2008)：2007 年台風 9 号出水時における多摩川の土

砂・栄養塩・有機物負荷特性，河川技術論文集，第

14 巻，pp.1-5． 

Pokavanich, T.・八木宏・出口朋子・灘岡和夫・中川康之・

有路隆一・松坂省一・鈴木信昭・諸星一信・小田遼

子・二瓶泰雄（2008）：成層期東京湾・多摩川河口沖

の流動特性について，海岸工学論文集，第 55 巻，pp. 

1091-1095． 

Dyer, K. 1986. Coastal and estuarine sediment dynamics. 

John Wiley & Sons Ltd., Chicester, 342p. 

Fugate, D. C. and C. T. Friedrichs (2002) : Determining 

concentration and fall velocity of estuarine particle 

populations using ADV, OBS and LISST, Continental 

Shelf Research, Vol.22, pp.1867-1886. 

Nortek, 2004, Vector currentmeter user manual, 84p. 

Sohma, A., Y. Sekiguchi, T. Kuwae and Y. Nakamura (2008): 

A benthic-pelagic coupled ecosystem model to estimate 

the hypoxic estuary including tidal flat – Model 

description and validation of seasonal/daily dynamics, 

Ecological Modeling, Vol. 215, pp.10-39. 

Soulsby, R. L. (1997): Dynamics of marine sands, Thomas 

Telford Publications, 249 p. 

Traykovski, P., P. L. Wiberg, and W. R.Geyer (2007): 

Observations and modeling of wave-supported sediment 

gravity flows on the Po prodelta and comparison to prior 

observations from the Eel shelf, Continental Shelf 

Research, Vol.27, pp.375-399. 

Winterwerp, J. C. and van Kesteren, W. G. M. 2004. 

Introduction to the physics of cohesive sediment in the 

marine environment, Developments in sedimentology, 

Elsevier, 466p.

 

－122－ 







 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.264 x 11.689 インチ / 209.9 x 296.9 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ（オプション）: '改良'
      

        
     32
            
       D:20100810143707
       841.6063
       Acrobat A4
       Blank
       594.9921
          

     Tall
     1
     0
     Full
     431
     328
    
     None
     Up
     2.8346
     0.0000
            
                
         Both
         AllDoc
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     36.8504
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.1
     QI+ 2
     1
      

        
     0
     1
     0
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





